






































2　本研究会の研究プロジェクトを総称して「Japan Interest Group Studyプロジェクト（略称：JIGSプロジェクト）」とし
ている。JIGSプロジェクトの来歴とこれまでの展開は、CAJS（国際比較日本研究センター）の HPに記載された『JIGS 
プロジェクトの来歴と展開』を参照されたい（http://cajs.tsukuba.ac.jp/result/、平成29年12月27日アクセス）。
 　なお、日本を対象とする JIGS1～ JIGS3調査に関する主な報告書として、辻中編（2002）、辻中・森編（2010）、辻中編
（2015）が既刊されており、こちらも併せて参照されたい。
3　13都市の内訳は次のとおりである。岩手県 A市、岩手県 B市、茨城県 C市、茨城県 D市、茨城県 E市、東京都 F区、














































































るという（Klijn and Koppenjan 2016：11）。
8　例えば Oliver（2007）は個人の心理的側面に着目して満足度を議論する。それによれば、政策満足度は、各々の抱く「期
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